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令和４年度 香川県中山間地域等直接支払制度の実績 

 

１．令和４年度の実績 

（１）基本方針の策定状況 

・対象農用地基準を満たす農用地を有する市町数 15 市町（善通寺市、宇多津町以外） 

・基本方針を策定している市町数 13 市町（善通寺市、直島町、宇多津町、琴平町以外） 

 

（２）交付金等について 

①実施市町および協定数 

  ・制度実施は 12 市町（基本方針を策定している 13 市町 

のうち、丸亀市以外） 

  ・集落協定数 398 協定（R3：389 協定） 

  ・交付単価別協定数 基礎単価：256（64.3％） 

            体制整備単価：142（35.7％） 

  ・個別協定 1 協定（三豊市）（R3：1 協定） 

  ※個別協定は、集落ではなく個人（認定農業者等の担い 

手）が自作地や借り受け地を管理するもの。 

 

②集落協定参加者数 

  ・参加者数 5,565 人（組織含む）うち農業者 5,464 人 

       （前年度比 67 人増 うち農業者 69 人増） 

※集落協定は、多様な主体により構成され、農業法人や農業 

 生産組織、非農業者も参加している。 

  ・集落協定参加者のおよそ 50％を 70 歳以上が占めており、 

65 歳以上の高齢者はおよそ 70％となっている。 

 

 

③交付対象面積 

2,523ha（うち集落協定面積：2,521ha） 

（前年度比 52ha 増） 

○交付単価別面積 

・基礎単価 1,412ha（56.0％） 

・体制整備単価 1,109ha（44.0％） 

・加算措置 210.8ha 

 

 

 

 

 

〔参考〕農林水産省 耕地面積調査より 

  香川県の耕地面積：29,300ha 

  （田：24,400ha、畑：4,860ha） 

資料３ 

●各市町別集落協定数

体制整備
単価協定
率

高松市 50 45 5 10.0%

丸亀市 0 0 0

坂出市 7 7 0 0.0%

観音寺市 7 6 1 14.3%

さぬき市 30 19 11 36.7%

東かがわ市 68 24 44 64.7%

三豊市 104 90 14 13.5%

土庄町 4 3 1 25.0%

小豆島町 4 4 0 0.0%

三木町 7 5 2 28.6%

綾川町 63 28 35 55.6%

多度津町 1 0 1 100.0%

まんのう町 53 25 28 52.8%

県計 398 256 142 35.7%

市町名

集落協定数

集落
協定数
計

うち基礎
単価協定

うち体制
整備単価
協定

図 集落協定参加者の年齢構成 

●各市町別交付対象面積 （単位:ha）

体制整備
単価協定
面積率

うち棚田地
域振興活動

加算

うち超急傾
斜農地保全
管理加算

うち集落協
定広域化加

算

うち集落機
能強化加算

うち生産性
向上加算

高松市 277.6 220.2 57.4 20.7% 12.2 0.0 12.2 0.0 0.0 0.0

丸亀市 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

坂出市 30.9 30.9 0.0 0.0% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

観音寺市 51.6 39.1 12.5 24.2% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

さぬき市 150.8 87.3 63.4 42.1% 10.5 0.0 4.3 0.0 0.0 6.2

東かがわ市 451.4 137.6 313.8 69.5% 9.5 0.0 0.0 0.0 0.0 9.5

三豊市 700.6 575.2 125.3 17.9% 28.5 0.0 0.0 0.0 0.0 28.5

土庄町 9.3 6.9 2.4 25.4% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

小豆島町 21.1 21.1 0.0 0.0% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

三木町 42.7 21.5 21.2 49.7% 20.5 8.2 4.9 0.0 0.0 7.3

綾川町 315.5 125.7 189.8 60.1% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

多度津町 6.1 0.0 6.1 100.0% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

まんのう町 463.6 146.3 317.3 68.4% 129.6 0.0 3.0 0.0 0.0 126.6

県計 2,521.3 1,412.0 1,109.3 44.0% 210.8 8.2 24.5 0.0 0.0 178.1

市町名

集落協定締結面積

交付対象
面積計

加算
措置
面積

うち基礎
単価面積

うち
体制整備
単価面積
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④交付金額 

３億６，６１３万円（うち集落協定３億６，６０６万円）（前年度比９５８万円増） 

○交付単価別の交付金額比率 

・基礎単価   48.6％ 

・体制整備単価 51.4％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤地目・勾配別の協定面積 

・地目別では田が 85％。 

・傾斜・勾配別では急傾斜が 71％。 

 

⑥地目・勾配別の交付金額 

・地目別では田が 92％。 

・傾斜・勾配別では急傾斜が 87％ 

 

 

（３）集落協定の取組状況 

①交付金の使途 

○交付金（3 億 6,606 万円）のうち、 

・共同取組活動 17.9％ 

・個人配分   82.1％ 

       （R3：83.3％） 

 

 

○協定による交付金の使途 

・役員報酬 210 

(共同取組活動協定(261)の 80.5％) 

・道･水路管理 162（同 62.1％） 

・農地管理 76（同 29.1％） 

・鳥獣被害防止対策 47（同 18.0％） 

 

 

 

〔参考〕交付金額の内訳 

 国 費：１億８，０９４万円 

県 費：  ９，２６０千円 

市町費：  ９，２６０千円 

〔参考〕 

○１協定あたりの参加者数 14.0 人 

○１協定あたりの交付面積 6.4ha 

○１協定あたりの交付金額 92.0 万円  

→参加者 1 人あたり交付金額 6.6 万円 

●各市町別交付金額 (単位:千円)

（参考）

うち棚田地
域振興活動

加算

うち超急傾
斜農地保全
管理加算

うち集落協
定広域化加

算

うち集落機
能強化加算

うち生産性
向上加算

高松市 39,696 31,041 8,656 732 0 732 0 0 0

丸亀市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

坂出市 4,310 4,310 0 0 0 0 0 0 0

観音寺市 5,605 4,352 1,253 0 0 0 0 0 0

さぬき市 19,955 9,971 9,984 400 0 259 0 0 142

東かがわ市 49,207 13,476 35,730 286 0 0 0 0 286

三豊市 81,391 64,505 16,886 855 0 0 0 0 855

土庄町 1,364 1,092 271 0 0 0 0 0 0

小豆島町 2,162 2,162 0 0 0 0 0 0 0

三木町 10,154 3,613 6,540 1,289 822 295 0 0 171

綾川町 60,821 21,033 39,788 0 0 0 0 0 0

多度津町 958 0 958 0 0 0 0 0 0
まんのう町 90,437 22,455 67,982 3,980 0 183 0 0 3,797

県計 366,059 178,010 188,049 7,541 822 1,469 0 0 5,250

市町名

交付金額

交付
金額
計

うち基礎
単価交付
金額

うち体制
整備単価
交付金額

加算単価
交付金額

田 畑 急傾斜 緩傾斜

交付対象面積(ha) 2,152.2 368.2 1,775.9 744.5

●地目・勾配別協定締結面積（集落協定）　　　　　　　　　　

区  　分
地　目　別 勾　配　等　別

●地目・勾配別交付金額（集落協定）　　　　　　　　　　

田 畑 急傾斜 緩傾斜

交付金額(千円) 326,517 29,962 308,839 47,639

区  　分
地　目　別 勾　配　等　別
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②農業生産活動等の実施 

○耕作放棄の防止等の活動への取組 

・「農地の法面管理」  321（全協定の 80.7％） 

・「柵･ネット等の設置」  195(49.0％) 

・「賃借権設定･農作業の委託」  143(35.9％)の順 

○ほぼ全ての集落が、「農道の管理」、「水路の管理」に取り組んでいる。 

   
 
 
 
 
 
 
 

 

③多面的機能を増進する活動への取組 

○多面的機能を増進する活動 

・「周辺林地の下草刈」 323(全協定の 81.2％） 

・「景観作物の作付」 52(13.1％) 

・「堆きゅう肥の施用」 43(10.8％)     の順 

 

 

 

④集落マスタープランの内容 

・集落の目指すべき将来像は、「将来にわたり農業生産活動等が可能となる集落内の実施体制

構築」が 336(全協定の 84.4％）で最多 

・将来像を実現するための活動方策は、「共同で支え合う集団的かつ持続的な体制整備」が

339(85.2％)で最多 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤体制整備単価協定における活動内容 

142 協定（全協定の 35.7%）が体制整備単価（集落戦略の作成）に取り組んでいる。 
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（４）参考 

  対策の切り替わり年には面積が減少し、対策２年目以降、徐々に増加する傾向。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．令和４年度の推進実績 

（１）基本的な推進方向 

説明会やリーフレット配布による制度の周知を行い、新規取組集落の掘り起こし、集落協

定活動の活性化、協定締結面積の拡大を図っている。 

（２）具体的な推進状況 

① 研修会や説明会等の機会を活用した制度周知、活動の活性化 

・令和３年度に作成した制度周知用リーフレットを、農業者が集まる会議等の機会を活用

して農業者に配布。 

・令和４年 11月８日に丸亀市綾歌総合文化会館アイレックスにて中山間地域活性化研修会

（県域）を開催し、制度の留意事項を周知するとともに、地域活性化を専門とする外部講

師（弘前大学大学院地域社会研究科 教授 平井太郎氏）を招き、農村集落における合意

形成に向けた話し合い手法や担い手確保の手法等について研修を行った。 

・中山間地域の農業・農村が果たす役割、中山間地域等直接支払制度の制度内容を記載した

展示パネルを作成。研修会等の会場で展示し、中山間地域の農業・農村が果たす役割の周

知、および中山間地域等直接支払制度への取組推進に活用した。 

・多様な担い手の確保に向けた啓発資料として、県内の中山間地域で「半農半Ｘ」に取り組

む農業者の多様なライフスタイル等を紹介する事例集「かがわの中山間地域で半農半Ｘ

の暮らし」を作成・配布を行った。 

② 中山間地域等人材緊急確保事業（県単事業）の活用 

・中山間地域において後継者不足、高齢化が課題となっている中、集落協定における農業後

継者等の確保につなげる活動に係る経費に対して補助を行い、支援している。 

・令和５年度からは「中山間地域等集落機能強化事業」として、集落協定の人材確保や協定

面積拡大に向けた活動費用に対して支援していく。 

（３）令和４年度の協定数および交付対象面積 

① 協定数 399 協定（前年度比 8 協定増） 

② 交付対象面積 2,521ha（前年度比 52ha 増） 
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